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1.大統領選挙結果と今後の見通し
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 前大統領、実業家(MAGA派による熱狂的な支持)

 刑事事件(3件)を抱える(最高裁が一部免責特権を認める)

 前政権時に法人税率や所得税の最高税率引下げ

 キリスト教福音派等が支持基盤

 地元オハイオ州選出の上院議員(1期目)

 作家、元ベンチャー投資家、元海兵隊(イラク派兵経験あり)

 過去に気候変動の科学的根拠を疑問視

 外交・通商において二国間交渉を重視、ウクライナ支援に反対

 中国による米金融システムへのアクセスを制限する法案を提出

 過去にビッグテックの解体を支持

大統領

ドナルド・トランプ (78歳)

副大統領

J.D.ヴァンス (40歳)

次期大統領・副大統領略歴

米国大統領選では、トランプ前大統領が接戦州として注目されたペンシルベニア州等を制した結果、勝利しました。連邦
議会選も共和党が優勢とみられることから、トランプ次期政権は統合政府でのスタートとなる可能性が高まっています。

今後のスケジュール

出所：Federal Election Commission、270toWin、RealClearPoliticsを基に弊行作成

注1：年齢は2024年末時点における満年齢

次期大統領・副大統領略歴 注1

2024

2025

11月5日 大統領選挙本選投票

12月17日 各州選挙人による投票

1月6日 選挙人投票の開票

1月20日 次期大統領就任宣誓式

1月下旬
～3月

一般教書演説

前回(2021年)は
連邦議会乱入事件

が発生
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米国大統領に与えられた主な権限

大統領は行政権を単独で有する一方、立法による政策形成は連邦議会に委ねる必要があります。近年は、新政権発
足時に、前政権の方針を覆す大統領令注1が多用されるようになっています。

出所：USA.gov、National Archivesを基に弊行作成

米国連邦政府の三権分立の仕組みと各部門の権限 過去政権の大統領令数

大統領
(行政権)

連邦議会
(立法権)

連邦最高裁等
(司法権)

連邦議会 大統領 連邦最高裁等

主な役割 立法による政策形成、
法執行の監視

法執行の監督(大統
領は単独で行政権を
持つ)、外交交渉、米
軍最高司令官

訴訟を通じた法執行

主な
憲法上
の権限

徴税、予算承認、宣
戦布告等連邦政府
の大半の権限(通商
権限を大統領に付与
するケースもあり)

行政官・裁判官の人
事承認(上院)

条約の批准(上院、
2/3の特別多数)

憲法修正の発議

連邦公務員の弾劾

外交・条約の締結

連邦議会の招集

立法への拒否権

行政官・裁判官の指
名・任命権

弾劾以外の場合の
恩赦

政府活動の合憲性
審査

大統領の弾劾裁判
の指揮

(裁判官は任期なし)

立法への
拒否権 人事承認

・弾劾

人事承認・弾劾

違憲審査

違憲審査
弾劾裁判の指揮人事指名

議会・司法は大統領令を
無効化可能行政府は立法には

直接関与できず

トランプ前政権の主な大統領令(発足後100日以内)

オバマケアの見直し オバマケアの改正による迅速な廃止を要請

国境警備の強化
不法移民・テロ行為を防止するため、物理的な壁の
建設を要請等

「2対1ルール」制定 新規則を1件あたり既存規則を2件廃止

規制改革タスクフォース
雇用創出を阻害する、又は利益を超える費用を課
す既存規制の廃止・置き換え・変更を勧告

エネルギー自給と経済
成長の推進

国内エネルギー開発を妨げる規制の見直しを指示

アンチダンピング関税 アンチダンピングに対する執行措置の策定を指示

減税と税務ガイダンスの
簡素化

2016年以降に発効した税制を見直し、具体的な
措置を勧告する報告書の作成を指示注1:大統領が発する行政命令(①官報への掲載、②根拠法の明示等が必要)。連邦政府職員に

対して法定拘束力を有する。なお、同様に法的拘束力を有する命令方式として、大統領覚書
(①②不要)も近年多用されている。
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バイデン政権トランプ前政権

(年)

(件)
就任1か月目 12件 就任1か月目 32件

37

23

3.0件

3.1件

3.7件

3.0件

2.8件

4.5件

ブッシュ(父)

バイデン

クリントン

ブッシュ

オバマ

トランプ

(参考)歴代大統領の
月平均大統領令数注2

注2：過去30年間に在職した大統領が発令した大統領令数を在職月数で除して試算。バイデン
大統領は、2024/10月末迄の実績
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(参考)米国議会の概要と法案形成プロセス

米国議会の概要

出所：USA.gov、Federal Election Commission、National Archivesを基に弊行作成

米国における法案成立の過程

法案提出

委員会

本会議

両院協議会

大統領府

成立

拒否

法案提出

委員会

本会議

廃案

下院 上院

各院が可決した
法案における
未合意事項を

調整した妥協案を
再度両院で評決

過半数で通過

議事妨害の回
避には60票が
必要

両院における2/3の票で
拒否権を覆して法案を

成立可能

署名

過半数で
通過

注1

下院
House of Representative

上院
Senate

議員定数 435議席 100議席

選出
方法

各州の選挙区から選出

議席数は10年毎の国勢調
査に基づく人口比例制(各
州最低1名)

各州から2名ずつ選出

任期

2年：全議員が2年毎に改
選

再選回数の制限なし

6年：全議員の1/3が2年
毎に改選

再選回数の制限なし

議長の
位置付け

全下院議員の投票により選
出

大統領の継承順位は副大
統領＝上院議長に次ぐ第
二位

副大統領が議長を兼務

賛否同数の際は副大統領
が決定票を投じる

機能的な
特徴

歳入(徴税)に関する法案の
先議権

弾劾手続きの開始

大統領による政治任命人事
の承認

弾劾裁判の実施

他国との条約の承認

その他 -
議事妨害(フィリバスター)注1

あり

注1：上院のみの制度で、議員が長時間のスピーチにより議事妨害を行なうこと。フィリバスターの回避には基本的に60議席の賛成が必要。但し、財政収支の改善に資する法案等に関しては、財政調
整措置を採ることで上院での審議時間を20時間に制限し、フィリバスターを回避することが可能(単純過半数で法案の可決が可能)
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2. 過去政権の振り返りと次期政権の主要政策
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政策テーマ
トランプ
前政権

バイデン
政権

トランプ
次期政権 トランプ氏が掲げる政策案

行政権での
対応可否

国
内
政
策

パリ協定に基づく気候変動対策
国際合意・枠組みに基づく

CN目標設定・各種施策の推進

パリ協定からの離脱 ✓

自動車・発電所に係る排ガス規制の緩
和・撤回

✓

減税措置の拡大
大企業や富裕層向け

法人税率引下げ、トランプ減税・雇用法
の恒久化

-

薬価引下げに向けた取組み強化
政府によるメディケア向け処方箋の

薬価交渉等

N.A.(市場競争を促し薬価引下げを目
指すとするが具体策は不明)

-

外
交
政
策

多国間パートナーシップの強化
安全保障や通商分野における

多国間連携を主導

インド太平洋経済枠組み(IPEF)からの
離脱

✓

保護主義政策の推進
貿易赤字の是正に向けた

輸入関税引上げ(国内製造業回帰)

トランプ互恵通商法の制定 -

ベースライン関税の導入 -

対中関税の引上げ(通商301条) ✓

対中政策の厳格化
半導体等の競争領域における

投資・輸出入規制強化
投資規制・輸出管理規則の範囲拡充 ✓

主要政策テーマに対する各政権のスタンスの違い

主要政策テーマに対する各政権のスタンスの違い

バイデン政権は、気候変動対策や外交等の分野でトランプ前政権からの方針転換を図りましたが、対中政策等では前
政権の路線を引き継いでいます。トランプ次期政権は、前政権(1期目)の政策に回帰するとみられます。

出所：Whitehouse.gov、USA.gov、National Archives、Agenda47、2024 GOP Platform make America Great Again!を基に弊行作成

〇 推進、× 反対 ✓ 現行法に基づく行政権の範囲で対応できる可能性あり
- 立法・議会承認が必要である可能性あり
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政策スタンスの変化(国内政策)

国内政策においては、米国第一主義への回帰が見込まれ、減税(トランプ減税・雇用法の恒久化等)や各種規制緩和
(気候変動対策の見直し)が優先されるとみられます。

国内政策における政策スタンスの変化(政策綱領等で表明していた内容は下線)

政策分野 トランプ前政権の取組み

経済・
産業政策

 米国第一主義、バイアメリカン・ハ
イヤーアメリカンの推進

 コロナ関連政府支援策

- 第1&2弾:感染拡大抑制策等

- 第3&4弾:個人・企業への資金
繰り支援策等

税制・財政  トランプ減税・雇用法による法人
税率引下げ(35%→21%、恒
久的)、設備投資の即時償却

 2025年迄の個人所得税等の引
下げ

バイデン政権の取組み

 米国救済計画法の施行

 メイドインアメリカ政策の推進、イン
フラ投資雇用法やインフレ抑制法、
CHIPS及び科学法(CHIPS法)の
施行

 労働組合、中間層の重視

 トランプ減税・雇用法の恒久化

 チップ税の撤廃、更なる減税の追求

 外国支援や移民支援等に係る財政
支出の抑制

トランプ次期政権の方針

米国第一主義、米国を世界有数の
エネルギー生産国へ

 バイアメリカン・ハイヤーアメリカン強化

 石油･ガスの生産・利用促進

 各種規制緩和

 (ディープステートの排除)

 利益10億ドル以上の企業に対す
る最低法人税率(15%)を導入
(ガイドライン制定中)

 企業の自社株買いに対する1%の
物品税導入

気候変動
対策

 パリ協定から離脱(2017/6月に
表明、2019/11月正式通告)

 発電所・自動車の排出ガス規制
等の緩和、キーストーンXLパイプラ
イン建設の再認可

 バイデン政権のグリーンディール政策を
終了、パリ協定からの再離脱(火力・
原発の利用推進)

 自動車の排出ガス規制の緩和・撤
回、EV 導入目標の撤回

 パリ協定に復帰(就任初日の大統
領令を発令)

 発電所・自動車のCO2排出規制
等の厳格化、キーストーンXLパイプ
ライン建設の認可取消し

社会保障・
ヘルスケア

 オバマケア(医療保険制度改革)
撤廃法案は議会承認を得られず
断念

 高齢者向け医療保険メディケアに
おける政府による製薬会社との薬
価直接交渉は断念

 オバマケアの拡充(財政支援強化)

 保険福祉省に対して製薬会社と薬
価を直接交渉する権限を付与(メ
ディケア向け処方箋10品目の薬価
交渉)

 不法移民の抑制により、メディケアの
財政ひっ迫回避・強化

 市場の透明性を確保することにより選
択と競争を促進

 在宅介護の労働者不足解消に向け
た規制緩和・税額控除

注1：本稿ではプラグインハイブリッド車、電気自動車、燃料電池車をEVと表記 出所：Whitehouse.gov、USA.gov、National Archives、Agenda47、2024 
GOP Platform make America Great Again!を基に弊行作成

注1
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政策スタンスの変化(外交・通商政策)

外交・通商政策においては、インド太平洋経済枠組み(IPEF)等の多国間パートナーシップから離脱した上、二国間交
渉による貿易収支の改善が優先されるとみられます。

外交・通商政策スタンスの変化(政策綱領等で表明していた内容は下線)

政策分野 トランプ前政権の取組み

外交・
国際協定  NATOからの離脱に言及

 エルサレムをイスラエルの首都に
認定

通商政策  TPP離脱

 NAFTA再交渉・USMCA合意

 鉄鋼・アルミに対する関税賦課
(通商拡大法232条)

 外国投資委員会(CFIUS)の強
化

対中政策  中国を為替操作国に指定

 輸出管理改革法(ECRA)の制
定(半導体等の輸出管理規則
強化)

 対中関税賦課(通商法301条)

 前政権の国境措置を撤廃

 寛容な移民政策(足元では、不法移
民の入国規制強化を発表)

移民政策
 物理的な「国境の壁」を一部建

設(メキシコ側の国境警備隊強
化)

 重要サプライチェーンの強化策を発表

 IPEFの発足

 日欧向け鉄鋼・アルミ関税割当導入

 対外投資規制(リバースCFIUS)を
制定(2025/1月発効、対象は懸念
国向け半導体、量子技術、AI等)

 輸出管理規則の更なる厳格化

 対中関税の引上げ・対象範囲拡大
(通商法301条)

 国境警備の強化、不法移民の入国
阻止

 不法移民の強制送還

 難民制度の厳格化

トランプ次期政権の方針

 ロシア・ウクライナ紛争の早期終結

 NATO加盟国への更なる防衛費負
担要求

 イスラエルを支持

 重要サプライチェーンの米国回帰

 IPEFから脱退

 報復関税の適用(トランプ互恵通商
法の可決等)

 ベースライン関税の導入

 最恵国待遇の廃止

 中国による対米投資(不動産・インダ
ストリアル)の阻止

 中国車の輸入防止

バイデン政権の取組み

 ウクライナに対して資金・武器供与

 NATO加盟国の防衛費負担強化を
達成(GDP2%)

 イスラエル・パレスチナの2国間交渉を
支援

出所：Whitehouse.gov、USA.gov、National Archives、Agenda47、2024 GOP Platform make America Great Again!を基に弊行作成
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通商301条発動

(18/7月～)
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中国 メキシコ ベトナム 日本 カナダ

対象期間:2017～2023年

▲$279Bn ▲$152Bn ▲$105Bn ▲$72Bn ▲$64Bn

(参考)2023年の米国の国別貿易赤字額

自動車・同部品等

の対米輸出拡大

スマホ・同部品等の

対米輸出拡大

米国の貿易収支と中国のメキシコ向け投資動向

米国の貿易収支の赤字額は、メキシコやベトナム向けで拡大してきました。これらの国では中国企業による投資が拡大
していることもあって、トランプ次期政権は両国を優先して貿易の不均衡の是正を求めていくことが想定されます。

出所：各社プレスリリース、US Census Bureau、Secretaria de Economia、Office of the US Trade Representativeを基に弊行作成

米国の貿易収支増減額(アジア太平洋、赤字上位5か国) 中国のメキシコ向け対外直接投資(2001年より累計)

(2016年比、$Bn)

(年)

($Bn)

中国企業のメキシコ投資に対するUAW注1コメント

1) メキシコに対する中国の海外直接投資額を懸念。これら投資は、

中国から米国への直接輸入に対する通商拡大法232条及び通商

法301条の関税を回避することを意図している

2) 現在の完成車に対する最恵国待遇(MFN)税率2.5%はUSMCA

に従わないことに対するペナルティとして軽微すぎる。中国からのEV

輸入に対処するため、特にEVと関連部品に注意を払いながら、完

成車及び自動車部品に対するMFN税率の引上げを検討すべき

注1:全米自動車労働組合

江准汽車(JAC)が
現地生産開始

浙江銀輪機械(Yinlun)等
中資系Teslaサプライヤー進出
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中国企業による対米直接投資残高推移(製造業)注2米国企業による対中直接投資残高推移(製造業)

(参考)米中間の対外投資残高推移

バイデン政権下では中国企業による対米直接投資残高は増加してきましたが、今後は米国対内投資審査の厳格化や
対外投資規制(リバースCFIUS)の制定等を背景に、米中間で双方の投資残高ともに抑制される可能性があります。

0
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2007 2009 2011 2013 2015 2017 2019 2021 2023

(年) (年)

輸送機器

PC・電子機器
(電池・半導体を含む)

化学

金属・加工

機械

その他

輸送機器

PC・電子機器
(電池・半導体を含む)

金属・加工

機械

その他

($Bn)($Bn)

注2:2014年の金属・加工、2017年の機械のデータは非開示
注3:2023年の増加要因は電池関連の投資(Envision AESC<総投資$3.1bn、2024年以

降の投資分も含む>、Gotion<同$2.0bn、同左>等)と推察される

トランプ前政権 トランプ前政権

出所：各社プレスリリース、US Bureau of Economic Analysisを基に弊行作成

注3

注1

注1

注1：増加要因について内訳は不明ながら2017年以降の主な投資案件としてはTeslaの
上海工場新設(総投資約$5bn)、Micronの生産増強(同約$0.8bn)、Appleの
データセンター投資(同約$1bn)等が挙げられる
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３.米国主要産業に対する影響



Copyright © 2024 Sumitomo Mitsui Banking Corporation.  
All Rights Reserved. 14

経済・産業全体に関わる政策

トランプ前政権・バイデン政権は、中間選挙までの統合政府下において、それぞれ減税措置や気候変動対策を含む産
業政策に係る大規模予算法案の成立を実現しました。

トランプ前政権・バイデン政権の主な経済対策 (参考)米国の経済指標推移

出所：The US Congress、Whitehouse.gov、USA.gov、National Archives、 US Bureau of Economic Analysis、
US Bureau of Labor Statistics、Board of Governors of the Federal Reserve Systemを基に弊行作成
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(2015/4Q=100とした場合)

消費者物価指数
(対前年同期比、左軸)

米国政策金利
(左軸)

(%)財政支出 概要

ト
ラ
ン
プ
前
政
権

トランプ減税・雇用
法(2017/12月)

$1,456Bn
連邦法人税の最高税率を一律
21%に引下げ等

コロナ対策

関連
(2020/3-

12月)

第1弾 $8.3Bn
ワクチン開発、中小企業向け低
利融資等

第2弾 $193Bn
税額控除、コロナ検査無料化
等

第3弾 $2,714Bn
現金給付、失業手当拡充、給
与保護プログラム(PPP)等

第4弾 $920Bn
現金給付、失業手当拡充延
長、PPP再開

バ
イ
デ
ン
政
権

米国救済計画法
(2021/3月)

$1,900Bn
現金給付、失業手当拡充延
長、ワクチン普及支援等

インフラ投資雇用法
(2021/11月)

$550Bn
(新規予算分)

道路・橋梁の改修、通信インフ
ラの整備等

インフレ抑制法
(2022/8月)

$437Bn
薬価改革、各種税額控除によ
る気候変動対策等

CHIPS法
(2022/8月)

$280bn
連邦政府の基礎研究費、半導
体生産能力の拡大等

注1

注1：法案成立当初の上院民主党の見込額。基本的に大半の気候変動対策関連の予算には上限なし
(年)
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米国の主要産業に対する影響

トランプ次期政権は、各種規制の緩和・撤廃を打ち出しており、自動車や電力業界を中心に気候変動対応の減速・停
滞が想定されます。また、対中政策のさらなる強硬化や関税引上げによる影響も広範に及ぶとみられます。

想定される主な産業影響(弊行想定)

関連政策 産業影響

経済・
産業全体

 トランプ減税・雇用法の恒久化

 保護主義政策の推進(関税引上げ、対中政策強化)

 移民受入れの厳格化

 個人消費者における可処分所得の減少回避

 物価上昇を背景にした購買意欲の減退

 輸入製品・材料コストの増加、米国への生産回帰

 労働需給のタイト化

自動車  自動車の次期排出ガス規制、EV導入目標の撤回

 インフレ抑制法の一部見直し(EV関連税額控除の縮小)

 中国車の輸入防止(工場進出を容認する発言あり)

 中期的な製品ラインアップ･販売戦略の見直し

 EV投資の延期

電力  発電所に対するCO2排出規制を撤回(原子力を含むあら
ゆる電源を推進)

 インフレ抑制法等の一部見直し

 火力発電所の使用継続期間が長期化

 再エネ関連投資の遅延・縮小

石油･ガス
 石油・ガスの生産･利用促進、自動車の次期排出ガス規

制の撤回、発電所に係る規制案の撤回

 石油・ガスの生産・輸出機会拡大(含む関連設備の需要増)

 ガソリンや電力向けガス需要の急減回避

半導体
 投資規制・輸出管理規則の範囲拡充

 中国等向け海外輸出・中国企業による投資機会の縮小

 米国における半導体製造の拡大

IT  バイデン政権のAIの安全性に関する大統領令を撤回

 暗号資産の規制を緩和、中央銀行デジタル通貨に反対

 AI関連ビジネスの拡大

 Web3ビジネスの成長加速

ヘルスケア  メディケアの強化、ブローカーの排除等による医療・処方薬
での競争促進

 中国から医薬品を含む一部製品の輸入を全廃(フェンタニ
ル問題対応を含む)

 薬価や診療費の低下

 米国での医薬品サプライチェーン(原体等)への投資拡大

出所：弊行作成
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(参考)トランプ次期政権の財政収支影響

CRFB注1の試算では、トランプ次期政権が掲げる政策が実現された場合、トランプ減税・雇用法の恒久化等により財
政収支の拡大が予想されていることから、議会共和党との合意プロセスが注目されます。

トランプ次期政権の政策がもたらす財政収支影響(CRFB試算、2026～2035年度合計)

政策別の影響
財政負担の試算シナリオ

低位 中位 高位

歳
出
増
加

トランプ減税・雇用法の恒久化 ▲4.60 ▲5.35 ▲5.95

残業代への課税免除 ▲0.50 ▲2.00 ▲3.00

年金課税の終了 ▲1.20 ▲1.30 ▲1.45

国内製造業への法人税減税(21→15%) ▲0.15 ▲0.20 ▲0.60

チップ課税免除 ▲0.10 ▲0.30 ▲0.55

軍備強化・近代化 ▲0.10 ▲0.40 ▲2.45

国境警備強化・不法移民送還 0 ▲0.35 ▲1.00

住宅関連改革(初回購入者への税額控除) ▲0.10 ▲0.15 ▲0.35

ヘルスケア・介護ケア等への支援強化 ▲0.05 ▲0.15 ▲0.30

小計 ▲6.80 ▲10.20 ▲15.65

歳
入
増
加

関税引上げ 4.30 2.70 2.00

グリーンニューディールの廃止 0.75 0.70 0.55

無駄・不正・悪用の削減 0.25 0.10 0

教育省の廃止 0.20 0.20 0

小計 5.50 3.70 2.55

利払費の増加分 ▲0.15 ▲1.00 ▲2.05

($Tn)

ト
ラ
ン
プ
政
権
下
の
シ
ナ
リ
オ

(

参
考)

ハ
リ
ス
政
権
下
の
シ
ナ
リ
オ

($Tn)

(参考)米国政府の債務残高(2024/9月時点)
$35Tn、対GDP比124%

合計 ▲1.45 ▲7.50 ▲15.15

出所：Committee for a Responsible Federal Budget(CRFB)を基に弊行作成

債務上限$31.4Tnの適用を停止中(2025/1月迄)
再停止の議会承認が得られない場合、債務不履行となるリスクあり

注1：責任ある連邦予算委員会。米国の元議員が超党派で構成
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自動車業界に対する影響
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USMCA
合意

USMCA
発効

ACCⅡ
承認

自主協定
締結

SAFE車両
規則施行

新排ガス
基準
施行

米国の自動車政策と業界動向

バイデン政権は、トランプ前政権の各種規制緩和を撤回し、EV普及を促す政策を相次ぎ打ち出しました。一方、対中
政策は、EVや電池に対する関税が引上げられる等、一段と強化されています。

米国の主な自動車関連政策の変遷

出所：The US Congress、Whitehouse.gov、USA.gov、National Archives、 US Environmental Protection Agency、California Air Resources Boardを基に弊行作成

トランプ前政権 バイデン政権

環
境
政
策

連
邦
政
府

州
政
府

通商
関税

統合政府 分断政府 統合政府 分断政府

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

CA
連邦政府を提訴

主要完成車メーカーと
自主協定を協議・合意

通商301条
関税発動(対中国)

排ガス規制
修正案
発表

第1弾 第2弾

EV目標
発表

CA州
連邦法

免除再認

次期
排ガス規制

最終化

インフレ
抑制法
制定

大気浄化法上の
連邦法免除に基づき
州独自基準を制定

対抗

関税
引上げ

関税割当合意
(EU・日本)

メキシコ産への
適用除外縮小

387品目(新規37品目)
EV 25%→100%
電池 7.5%→25%

自動車・自動車部品を含む
約1万品目(第1～4弾合計)

連邦レベルでは政権ごとに見直し、一部州では一貫して強化

保護主義の強まりは不変

サンセット条項付で
2026/7月迄に見直し・合意要

EV普及は各種インセンティブに依存

ACCⅡ:
Advanced Clean CarsⅡ

通商拡大法232
条関税発動

注1：MY(モデルイヤー)は米国の製造年度で、前年9/1～当年8/31を指す

FEOC:懸念ある外国事業体

連邦GHG基準
緩和→厳格化

CA州の独自規則無効化

排ガス規制

EV政策

通商政策

パリ協定
復帰

パリ協定
離脱

パリ協定離脱を発表
EV購入に係る税額控除の要件見直し
(FEOC等に関するガイダンスを最終化)/
電池生産に係る税額控除のガイダンス発表

NAFTA再交渉

(米・墨・加)

排ガス規制の緩和・一本
化(CA州の連邦法免除
取消し)を提案

注1

2035年迄にガソリン車の
新車販売を禁止/
新規則を策定

次期規制
(～MY32)
提案・パブコメ募集

自動車・自動車部品
への適用は見送り

大統領令にて
排ガス規制の修正を指示

オバマ政権時に制定された
MY22～25目標を廃止
(MY20目標を据え置き)

鉄鋼/アルミに関税賦課
(25%/10%)
一部適用除外・関税
割当あり

GHG:Greenhouse Gases
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米国の自動車政策と業界動向

バイデン政権は、連邦排ガス規制の厳格化やEV購入税額控除等によりEV普及を推進しました。もっとも、北米域内で
のEV普及ペースは、中国・欧州に対して遅れており、米系大手完成車メーカー等も計画修正を余儀なくされています。

北米自動車生産台数とEV生産比率(四半期別) 主要米国企業の時価総額(完成車メーカー)

出所：CapitalIQを基に弊行作成
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出所：S&P Global Mobility(*Include content supplied by S&P Global Mobility; 
copyright @S&P Global Mobility, 2024. All right reserved”を基に弊行作成



Copyright © 2024 Sumitomo Mitsui Banking Corporation.  
All Rights Reserved. 20

トランプ次期政権における政策論点と自動車業界に対する影響

トランプ次期政権下では、EV需要は下振れが見込まれ、完成車メーカー・自動車部品メーカー各社においては、電動
化戦略の見直しや新規投資におけるアライアンスが想定されます。

中国製品への関税引上げ
(最低60％) 

メキシコからのEV輸入に
対する関税導入(200%)

排ガス規制 / 環境規制
の緩和

全輸入品に対する10～
20%の関税導入

“先進生産製造クレジット”や
中資系との電池ライセンス

契約に関する規則の厳格化

EV生産の縮小

重要鉱物やEV関連部品
の調達コスト上昇

トランプ次期政権の政策 業界への影響 各社戦略への影響

EV購入に係る税額控除の
要件厳格化

廉価な電池(LFP電池)
調達の難易度上昇

EV需要の減少

輸入を通じた自動車部品
の調達コスト増加

アライアンスの拡大&JV投資によるリスク分散

• 政権交代に伴う環境政策の不確実性が上昇

• 新規投資におけるリスクヘッジ / 調達・生産面での
コスト上昇負担の軽減が重要となる可能性あり

同業他社との合併&買収によるコスト抑制

• 生産コストの増加に伴い、規模の経済追求に向け
たM&Aが加速する可能性あり

• EV需要が(一時的に)減少し主要メーカーの投資
が延期する一方、EV後発メーカーが遅れを取り戻
すための投資機会を得る可能性あり

事業再編 / 生産能力縮小

• EV需要の減少がメーカー各社における過剰生産
能力を招き、事業再編や生産能力を縮小する動
きに繋がる可能性あり

戦略の切り口

廉価版EVの
導入遅延

利益率の高い
ICE /HEVへのシフト

自動車
サプライチェーンの
更なる現地化

EV投資の
更なる延期

米国の主な自動車関連政策の変遷(弊行想定)

✓

✓

✓

出所：Whitehouse gov.、Agenda47、2024 GOP Platform Make America Great Again!を基に弊行作成
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エネルギー・電力業界に対する影響
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パリ協定
復帰

パリ協定
離脱

パリ協定離脱を発表

再認可

最終化

CCP
制定

米国のエネルギー・電力政策と業界動向

バイデン政権は、トランプ前政権の方針を覆し、パリ協定への復帰を果たすと共に、環境規制の厳格化や気候変動対
策の強化に向けた大規模予算の成立を実現しました。

米国の主なエネルギー・電力関連政策の変遷

出所： The US Congress、USA.gov、National Archives、US Environmental Protection Agency、California Air Resources Boardを基に弊行作成

ACE
ルール
制定

IIJA
制定

IIJA: インフラ投資雇用法

インフレ
抑制法
制定

RPS
改定

RPS:再エネ利用割合基準

フラッキング
許可発行

中止

石油・天然ガス産業から排出される
メタンガスを削減する規則を提案

露からの
エネルギー禁輸

措置決定

RFS:
再生可能燃料混合基準制度

RFS最終
規則化

(～2025年)

LNG
輸出認可
一時停止

FTA非締結国が対象
2024/9月に認可再開

最終化

イラン産
原油輸入

禁止

LNG輸出認可
を迅速化する
新規則最終化

各支援プログラムする規則を最終化

(但し水素関連等は最終化未済)

CCP: Clean Power Plan、ACE: Affordable Clean Energy

州政府の裁量拡大(各
州は石炭火力の経過年
数等を踏まえて、指針よ
りも緩い基準を設定可)

露ウクライナ侵攻(2022/2月～)

再エネ等の生産・投資税額
控除の延長と対象拡大、原
子力・水素の税額控除新設、

CCUSの税額控除延長

2050年ネットゼロ
2035年電力の脱炭素化

クリーン水素
の技術開発

等を資金支援

再エネ利用割合等について州規制の対応要

大規模な予算投入によりクリーンエネルギーの生産拡大

トランプ前政権 バイデン政権

環
境
政
策

連
邦
政
府

州
政
府

通商
関税

統合政府 分断政府 統合政府 分断政府

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

CA

環境規制① 連邦レベルでは政権ごとに見直し

環境規制②

気候変動対策

2045年に再エネ・
ゼロカーボンによる発電
比率100%を目指す

オバマ政権が2015年に制定したCPPの効力を停止、
新たにACEルール策定

発電所GHG排出
規制強化案提案

既存石炭・新設ガス
火力は水素・CCS
等によってCO2排出

を9割削減

2030年に2005年
比で発電所のCO2
排出量を32%削減

2015年、オバマ政権がキーストー
ンXLパイプライン建設を却下

認可
取り消し

キーストーンXLパイプライン 共和党は開発を推進
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米国のエネルギー・電力政策と業界動向

バイデン政権は、気候変動対策に注力してきたものの、ロシアのウクライナ侵攻に伴いエネルギーセキュリティの優先度
が高まったこと等から、米国の天然ガス生産量は増加傾向を辿っています。

米国の天然ガス生産量(四半期別) 主要米国企業の時価総額(エネルギー・電力会社)

出所：CapitalIQ、Energy Information Administrationを基に弊行作成

▲20

0

20

40

60

80

100

120

Q1 Q3 Q1 Q3 Q1 Q3 Q1 Q3 Q1 Q3 Q1 Q3 Q1 Q3 Q1 Q3 Q1 Q3

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

(Bcf/日)

(年)
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400

16/1 17/1 18/1 19/1 20/1 21/1 22/1 23/1 24/1

2016/1/5の時価総額=100とした場合

NextEra 注1

S&P500内
電力会社

ExxonMobil

Chevron

(参考)
S&P500

(年/月)

米国生産量
米国ネット輸入量

注1：フロリダ州電力最大手Florida Power & Lightに端を発する米国最大の再エネ事業者
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トランプ次期政権における政策論点とエネルギー・電力業界に対する影響

トランプ次期政権は、石油ガス開発における認可基準を緩和する等、米国内での石油ガス生産を促す方針です。電力
業界では、連邦規制の緩和で化石燃料の利用増が想定されますが、州規制への適合が引き続き求められます。

トランプ次期政権における主な政策論点とエネルギー・電力業界に対する影響(弊行想定)

燃料・部材の
輸入関税引上げ

連邦政府所有地での
エネルギー開発認可、
戦略備蓄の積み増し

発電所に対する
排ガス規制の緩和

再エネ補助金の
資格要件の厳格化
(IRAの一部見直し)

米国のエネルギー
生産量増加

投資・費用負担の増加

トランプ次期政権の政策 業界への影響 各社戦略への影響

ロシア・イラン・ベネズエラに
対する制裁強化

再エネ開発の減少

世界全体における
オイル・ガス生産量の

増加ペース鈍化

化石燃料の利用増加/
再エネ発電量の減少

(州ごとの再エネ利用割合
基準〈RPS〉は要遵守)

同業他社との合併 & 買収によるコスト抑制

• 上流分野におけるM&Aが続く可能性あり

• (新規再エネ開発の減少に伴い)州ごとのRPS遵
守に向けて既存再エネプロジェクトのM&Aニーズが
高まる可能性あり

• 火力発電プロジェクトの収支改善に伴い、M&Aが
加速する可能性あり

事業再編 / 生産能力縮小

• 再エネ需要の減少により、一部の地域では再エネ
発電量が供給過剰となり、再エネ事業の再編・集
約に繋がる可能性あり

クリーンエネルギーに対する取組み

• 政権交代に伴う環境政策の不確実性が上昇
• 長期的なネットゼロ戦略の推進は引き続き必要で、

水素やSAF、CCUS等のクリーンエネルギーへの投
資継続

戦略の切り口

エネルギー製品の
輸出拡大

既存火力発電所の
耐用年数延長/新設

政府が認可する
パイプラインプロジェクトから

の収益拡大

連邦政府と連携し、
石油の戦略備蓄を支援

✓

✓

✓

出所：Whitehouse gov.、Agenda47、2024 GOP Platform Make America Great Again!を基に弊行作成
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半導体業界に対する影響
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EAR
強化

IPEFサプライチェーン協定発効(日米印他11ヵ国)
サプライチェーン強化のための協力に向け、半導体を
含む重要品目リストを公表

FIRRMA
施行

米国の半導体政策と業界動向

バイデン政権は、トランプ前政権の半導体政策を概ね引き継いでおり、輸出管理規則の厳格化に加え、CHIPS法の
制定等を実現させました。

米国の主な半導体関連政策の変遷

出所： The US Congress、USA.gov、US Department of Commerce、National Archivesを基に弊行作成

中ZTE
制裁
発動

Huawei・
関連約70社

EL追加

通商法301条
関税発動

関税率
引上げ

CHIPS
法制定

EAR
強化

CFIUSの
権限強化

半導体及び製造装置・材料の生産・R&D
に関連する米国内施設等を支援(ガード
レール条項を最終規則化)

FIRRMA
制定

アフリカ
開発
会議

インド太平洋
戦略発表
/IPEF発足

TPP
離脱

国家安保戦略
国家防衛戦略

2019
NDAA
制定

HuaweiやZTE
からの政府調達

を禁止

ECRA
制定

ECRA:輸出管理改革法
EL:エンティティ・リスト

FIRRMA:外国投資リスク審査現代化法

NDAA:国防授権法
安倍首相が

「自由で開かれた
インド太平洋戦略」

を発表

中国に対抗するため
同盟5か国とパート
ナー国と関係を深化

CFIUS:外国投資委員会

輸出管理対象とな
る半導体製造装
置の種類拡大

EAR:輸出管理規則

EAR
強化

管理対象を米国製品(技
術を含む)を用いて国外で
製造された製品に拡大

中国AI
企業等を
ELに追加

特定の先端半
導体を管理対
象に追加等

中国半導体大手SMICを
含む約80社をELに追加

中国AI半導体
企業等をELに
追加

387品目(新規37品目)
半導体 25%→50%

半導体を含む
約1万品目(第1～4弾合計)

2021
NDAA
制定

トランプ・バイデン両政権にて一貫して強化が進む

リバース
CFIUS

最終規則化

新興・基盤技術に
対する輸出管理規
則(EAR)を強化

米国内サプライチェーン強化に向けた政府支援拡充

トランプ政権下において
国内半導体製造に対する
連邦資金の付与を認可

注1：受益者による懸念国での投資を制限する等の安全保障上のルール

注1

トランプ前政権 バイデン政権

対
中
規
制

投
資

通
商

米国内
生産

統合政府 分断政府 統合政府 分断政府

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

外交・
安全保障

対中政策



Copyright © 2024 Sumitomo Mitsui Banking Corporation.  
All Rights Reserved. 27

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

1Q 3Q 1Q 3Q 1Q 3Q 1Q 3Q 1Q 3Q 1Q 3Q 1Q 3Q 1Q 3Q 1Q

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

米国の半導体政策と業界動向

米国の半導体出荷額は、クラウドサービスの利用拡大や生成AIに対するニーズの高まりを背景に増加基調で推移して
います。半導体メーカーでは、NVIDIA等GPUメーカーが時価総額を大きく伸ばしています。

出所：CapitalIQ、WSTSを基に弊行作成

米国の半導体出荷額(四半期別) 主要米国企業の時価総額(半導体メーカー)
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2016/1/5の時価総額=100とした場合

(参考)
S&P500

(参考)同期間における時価総額の増減率は、NVIDIA 17,706、Broadcom2,151

Qualcomm

Intel

($bn)

(年)

非メモリ
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トランプ次期政権における政策論点と半導体業界に対する影響

トランプ次期政権は、前政権以降の半導体関連政策を引き継ぎ、リバースCFIUS等による更なる資本規制の強化を
図るとみられます。

トランプ次期政権における主な政策論点と半導体業界に対する影響(弊行想定)

先端技術の
輸出規制強化

CHIPS法補助金の維持
(25%の製造業税額控除

を含む)

リバースCFIUS等による
先端技術に対する
資本規制の強化

中国製品/材料に対する
関税の引上げ

(レガシーチップを含む)

米国国内チップ生産能力
の拡大・強化

収益機会の減少・
競争激化

トランプ次期政権の政策 業界への影響 各社戦略への影響

海外からの物品・材料に
対する関税の引上げ

国産半導体の需要拡大

原材料投入コストの
インフレーション

コンプライアンス・
コストの増大

R&Dコラボレーション

• R&Dにおける他社との連携を通じた新製品の創出
と既存製品の多様化

• 調達コストの上昇がコストシェアリングを促す可能性
あり

• AIにおける規制緩和がAIチップの研究開発を促進
する可能性あり

合併 & 買収

• 輸出規制の強化に伴う外需捕捉の制限や、増加
する米国内の需要捕捉に向けた競争激化を背景
に、競争力強化を狙ってアライアンスニーズが高まる
可能性があり

• 材料コストの増加に対して、スケールメリットの追求
に向けたM&Aニーズが高まる可能性があり

戦略の切り口

(米国製の最先端チップ)
コスト削減、

販売・マーケティング活動
の強化

(米国製のレガシーチップ)
コスト競争力の向上と

市場機会の拡大

海外事業拡大ペースの
鈍化

国内調達を中心とした
サプライチェーンの多様化

✓

✓

出所：Whitehouse gov.、Agenda47、2024 GOP Platform Make America Great Again!を基に弊行作成



Copyright © 2024 Sumitomo Mitsui Banking Corporation.  
All Rights Reserved. 29

4. 米国次期政権の政策が与える
日系サプライチェーンへの影響
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半導体、先端バッテリー、自動車部品(特に電子部
品、センサー、エンジン、トランスミッション、駆動モー
ター)、医療機器・医薬品、水素、重要鉱物 等

インド太平洋地域における多国間パートナーシップとサプライチェーン再構築の動き

バイデン政権は、インド太平洋地域においてIPEFを中心とする多国間パートナーシップを重視してきました。中国がアジ
ア太平洋諸国への関与を強める中、日米にはIPEF加盟各国の繋ぎ止めに向け一層の経済連携が求められます。

出所：経済産業省、各社プレスリリースを基に弊行作成

インド太平洋における主な多国間パートナーシップ サプライチェーン再構築に向けた動き

米国

豪州

日本

韓国 ニュージーランド

ベトナムシンガポール

フィリピン インドネシア

タイ

マレーシア

カナダ メキシコ

BRICS

IPEF

Quad

Five Eyes 中露主導の経済・安全保障関連パートナーシップ

米国主導の経済・安全保障関連パートナーシップ

「パートナー国」資格の
創設を検討
候補国としてリストアップ

注1

注1：各パートナーシップには他地域の国も加盟するが、本表ではインド太平洋諸国の主要国のみを記載

インド 中国 ロシア

IPEF
重要物品リスト
(2024/8月公開)

USMCA

日米によるインド太平洋地域での経済支援が重要に

各国が単一国に依存する自国の重要物品を特定
(3か国以上が通報した製品は強靭性・競争力の
向上に向けた行動計画を策定)

IPEF
サプライチェーン協定

(2023/5月妥結)

企業名 発表年月 発表内容

Micron 2023/6 インドに半導体工場(後工程)を新設

Foxconn
(Apple)

2023/10
インドの州政府とiPhoneと半導体製造装置の生
産に向けたLOIを締結

ルネサス 2024/3 インドに半導体工場(後工程)を新設

PSMC 2024/9
Tata Electronicsとレガシー半導体工場(前工
程)建設に向けた技術移転契約を締結

東京
エレクトロン

2024/9
Tata Electronicsとインドでの半導体製造に向
けて戦略的パートナーシップを締結

パナソニック 2024/9 日本国内にて新型電池の量産準備を開始

IPEFサプライチェーン協定後の主な企業の動き

ASEAN

ミャンマー

ラオス

カンボジア

ブルネイ

IPEF非加盟国は
中国から多額の
経済支援を受領
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通商交渉による
関税回避

インド太平洋諸国との
経済連携強化

米国の通商政策がもたらす日系サプライチェーンへの影響

トランプ次期政権によって米国がIPEFから離脱した場合、インド太平洋地域での日本の役割は極めて重要となります。
また、関税が引上げられた場合には、仕入額の約5割を輸入でまかなう在米日系企業への影響が想定されます。

日米二国間の通商協定の変遷と今後の論点

トランプ前政権 バイデン政権

統合政府 分断政府 統合政府 分断政府

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
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▲0

▲20

▲40

▲60

▲80

IPEF
発足

二
国
間

多
国
間

通商拡大法232条
関税発動

関税割当合意
適用除外

縮小

日米重要
鉱物協定

締結

TPP
離脱

2017 2019 2021 2023 2017 2019 2021 2023

日米通商協力枠組み

IRAの要件上、
FTA締結国同
様の扱いに

第1～5回会合まで開催

サプライチェーン強化に向け、半導体
を含む重要品目リストを公表

日米貿易
協定発効

鉄鋼・アルミが対象

日米2国間の通商
協定について交渉

経済版
2+2合意

自動車への
追加関税回避

(参考)米国の日本に対する貿易赤字額推移(参考)製造業における直接投資残高推移

日系企業による対米投資

米系企業による対日投資

($bn) ($bn)

トランプ前大統領の政策アジェンダ

中国がASEAN等において
影響力を拡大

二国間交渉を
追求

ベースライン関税の適用

IPEFからの離脱

報復関税の適用

(年) (年)

日本に求められる対応

(参考)在米日系企業の仕入額比率

日本
40%

その他
10%

米国
(現地調達)

50%

輸入関税引上げ
によりコスト上昇リスクあり

出所：経済産業省、 US Census Bureau、US Bureau of Economic Analysisを基に弊行作成
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